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地震応答が原因となるひずみ時効の RC 造建物の鉄筋への影響の分析 

        

ひずみ時効 鉄筋   正会員 ○岡村光晋*1 正会員 Alex Shegay*2 

補修 梁実験   正会員 前田匡樹*3 正会員 佐藤 大樹*4 

1. はじめに 

補修後の建物の耐震性能変化の一つの要因として，塑性

ひずみを与えた後に時間の経過とともに強度上昇および

延性低下が発生する，ひずみ時効という現象 1)がある．鉄

筋の強度上昇に伴う部材強度の上昇は建物の破壊モード

の変化を引き起す恐れがあるため，鉄筋のひずみ時効は建

物の耐震性に影響を及ぼすことが考えられる． 

既往研究 2)では単純引張時のひずみ時効による鉄筋の特

性変化について鉄筋の変形がひずみ硬化開始時のひずみ

𝜀𝑌𝐻を超える前後で傾向を変え，𝜀𝑌𝐻を超えた際に 0.2 倍程

度上昇することを確認した．そこで解析的手法および実験

的手法から RC造建物の地震応答による鉄筋のひずみがこ

の𝜀𝑌𝐻を超えるかを検討することで地震によるひずみ時効

の影響を評価する． 

2. 解析の概要 4) 

検討対象建物は構造設計・部材断面事例集 3)内にある 10

階建ての鉄筋コンクリート造建物である 4)．本建物は雑壁

を持たない純ラーメン構造であり，梁が柱に先行して曲げ

降伏する．これを RESP-D を用いてモデル化した後に地震

動を与えて応答を解析した．地震波は Trifunac 法を用いて

算出した最大速度が 25 kine となるよう調節した 1.0 倍波

および 50 kine となるよう調節した 2.0 倍波を使用した．  

3. 実験の概要 5) 

本報では文献 5)で行った実験の結果を使用した．図 1 に

試験体各種図面を示す．本実験では図 1 左部に示す 1/2 縮

小梁試験体を同一の配筋で 3 体新設し，損傷度がそれぞれ

Ⅱ，Ⅳ，Ⅴになるようにくり返しの静的載荷を行った．な

お，損傷度に合わせて試験体をそれぞれ G2，G4，G5 と呼

称する． 

図 1 右部に示すように試験体には CDP を設置し，塑性

ヒンジ長さを梁せいの半分と仮定し，塑性ヒンジ内にある

E1，E2，W1 および W2 の CDP の測定結果から梁の回転

角𝜃を算出し，図 1 の赤丸部に示す位置に貼付けたひずみ

ゲージを用いて主筋ひずみ𝜀を測定した． 

また，本報で用いる𝜀𝑌𝐻は試験体の主筋 SD345 D13 の材

料試験結果から 1.84 %とした． 

4. 実験結果および解析結果 

4.1 解析結果 

以下では，解析の結果最も大きかった Hachinohe EW 波

の 5 階の大梁の応答に着目する． 

本報では以下に示す仮定を用いて梁回転角𝜃から主筋ひ

ずみ𝜀を算出した． 

 
図 1 試験体各種図面 

1) 曲げ降伏時の大梁のヒンジ長さ𝐿𝑝を梁せい𝐷の半分と

し，大梁の回転がすべてヒンジの中心で起こるものとす

ることで，大梁のヒンジ内の曲率𝜙を求める．（𝜙 = 2𝜃 𝐷⁄ ） 

2) 平面保持の仮定が成り立つものとし，以下の式のよう

に主筋から中立軸までの距離と曲率𝜙をかけることで主

筋のひずみ𝜀を求める． 

𝜀 = {
𝜙 ∙ (𝑑 − 𝑥𝑛) （引張側）

𝜙 ∙ (𝑥𝑛 − 𝑑′) （圧縮側）
 

この仮定で得られた𝜃に対する𝜀の倍率を平均ひずみ仮定

𝜀 − 𝜃倍率とし，表 1 に建物モデルの大梁断面の諸元およ

び平均ひずみ仮定𝜀 − 𝜃倍率を示す．なお，引張側と圧縮側

の平均ひずみ仮定𝜀 − 𝜃倍率の差が大きいのは，コンクリ

ートが圧縮応力を負担し，スラブによる協力幅（スパンの

0.1 倍である 600 mm）を考慮しているためと考えられる． 

表 1 解析モデルの 5F の大梁 
(a) 断面諸元 (b) 平均ひずみ ε - θ 倍率 

断面[mm] 550×950  
引張側 1.41 

主筋 12-D32(SD390)  

あばら筋 4-S13@150  
圧縮側 0.18 

腹筋 4-D13(SD295)  

図 2 (a)に 5階の地震応答時の梁回転𝜃 −モーメントMの履

歴を示す．図 2 (a)より地震応答で得られる最大の大梁回転

角は 0.012 rad となることを確認した．この𝜃履歴に表 1 に

示す 5 階の平均ひずみ仮定𝜀 − 𝜃倍率をかけることで ε 履

歴を算出した．結果を図 2 (b)に示す．図 2 (b)より大梁回

転角が 0.012 rad となるような地震波に対して鉄筋ひずみ𝜀

の最大値は 1.7 %となることを確認した．これは𝜀𝑌𝐻である

1.84 %より小さい値であるため，解析結果からはひずみ時

効による降伏強度の上昇は軽微であると考えられる． 
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(a) M - θ 履歴 (b) 主筋ひずみ ε 履歴 

図 2 解析モデルの地震応答履歴 

4.2 実験結果と解析結果の比較 

試験体についても 4.1節と同様の手法を用いて平均ひず

み仮定𝜀 − 𝜃倍率を算出し，実験結果との比較を行う．表 2

に試験体の断面の諸元および平均ひずみ仮定𝜀 − 𝜃倍率を

示す．なお，試験体の引張側と圧縮側の平均ひずみ仮定𝜀 −

𝜃倍率の差が解析モデルと比べて小さいのは，長方形の試

験体でありスラブによる協力幅を考慮していないためと

考えられる． 

表 2 試験体 
(a) 断面諸元 (b) 平均ひずみ ε - θ 倍率 

断面[mm] 200×280  
引張側 1.24 

主筋 6-D13(SD345)  

あばら筋 2-D6@65(SD295)  
圧縮側 0.36 

腹筋 なし  

図 3 に実験結果から得られた梁回転角𝜃に対する，その

時点での主筋ひずみの最大値𝜀maxを示す．なお，梁が圧縮

側に回転をしている際に降伏を起こしていると考えられ

る鉄筋については除外した．図 3 より解析時の梁回転角𝜃

の最大値である 0.012 rad に達する以前について，主筋ひ

ずみの最大値𝜀maxは最大で 2.3 %であり，図 3 の横点線に

示す解析および平均ひずみ仮定で得られた𝜀の最大値

1.7 %を上回ることを確認した．これは図 3 に示すように

主筋ひずみがある点を境に急激に大きくなり，大きくなる

タイミングが 1，2，3 段目の順番に早くなっていることか

ら，実験時に鉄筋は 1，2，3 段目の順番に降伏を起こして

おり，ひび割れなどの局所ひずみの発生が原因となり平均

ひずみ仮定が成立していないためであると考えられる． 

ひずみ時効による降伏強度上昇の予測式に解析および

実験から得られた最大の主筋ひずみを適用することで降

伏強度上昇の程度を試算する．図 4 に鉄筋ひずみに対する

ひずみ時効による降伏強度変化率𝛽𝑌を示す．この𝛽𝑌はひず

み時効による降伏強度上昇をひずみ時効発生以前の降伏

強度で除した値である．図 4 より解析で得られた梁回転角

𝜃が 0.012 rad 以内の際の主筋ひずみ 1.7 %について降伏強

度の上昇は 4 %程度に留まるのに対し，実験で得られた

2.3 %の主筋ひずみについて降伏強度は 15 %程度上昇する

ことを確認した．このようにひずみ時効による降伏強度上

昇はひずみが𝜀𝑌𝐻を超えるか否かで大きく値を変え，実験

結果からは𝜃が 0.012 rad以内の際にも降伏強度が十分に上

昇しうる可能性が示唆される． 

 

図 4 鉄筋ひずみに対するひずみ時効による降伏強度上昇 
(バナジウム含有率 = 0.014 %，時効期間 = 1 年)2) 

5. まとめ 

本報では，解析的手法および実験的手法から地震応答時

の鉄筋ひずみがひずみ時効による降伏強度を大きく発生

させる𝜀𝑌𝐻を超えるか分析した．結果を以下に示す． 

1) 大梁回転角が 0.012 rad となる応答について，平均ひず

み仮定より算出した主筋ひずみ𝜀が 1.7 %であるのに対

し，実験から得た𝜀は 2.3 %となった．これは実験時に平

均ひずみ仮定が成立しないことが原因と考えられる． 

2) 実験に使用した主筋を例にとると，ひずみ𝜀が 1.7 %の

際はひずみ硬化開始時ひずみ𝜀𝑌𝐻を下回り，ひずみ時効

による降伏強度上昇は軽微だが，𝜀が 2.3 %の際は𝜀𝑌𝐻を

上回り，ひずみ時効による降伏強度上昇が大きく発生す

ることが示唆される． 
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(a) 1 段目 (b) 2 段目 (c) 3 段目 

図 3 実験結果から得た梁回転角 θ に対する εmax 
 

*1 東京工業大学 環境・社会理工学院 大学院生 

*2 オークランド大学 土木環境工学部 講師・Ph. D. 

*3 東北大学 グリーン未来創造機構 教授・博士（工学） 

*4 東京工業大学 科学技術創成研究院 准教授・博士(工学) 

Graduate Student, Tokyo Institute of Technology*1 

University of Auckland, Civil and Env. Dept., Lecturer*2 

Professor, Green goals initiative, Tohoku University, Dr. Eng. *3 

Associate Professor, IIR, Tokyo Institute of Technology, Dr. Eng. *4 

—6—


